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１．令和８年度国債発行計画について



令和８年度国債発行額の規模について

令和8年度の⾒通し
令和7年度

区 分
補正後当初

今後の予算編成過程で
決定

40.328.6新規国債
(建設・特例国債)

-0.1 復興債

1.40.7 GX経済移⾏債

1.11.1⼦ども特例債

0.0-半導体・AI債

財投計画全体の規模及
び財政融資資⾦の資⾦
繰り状況を踏まえて決定

12.010.0財投債

これまでの発⾏年限の⻑
期化により減少傾向にあっ
たが、短期国債の借換分
による増要因の影響等を
踏まえる必要

134.7136.2 借換債

（上記の合計額）189.6176.9 国債発⾏総額

（単位︓兆円）
＜発⾏根拠法別発⾏額＞

令和8年度の⾒通し
令和7年度

区 分
補正後当初

（左記のとおり）189.6176.9 国債発⾏総額

うち

184.2171.7市中発⾏分

市場環境や発⾏総額を踏
まえ予算編成過程と併⾏
して発⾏額を決定

178.7171.8
カレンダーベース
市中発⾏額

（通常の⼊札分）

当該⼊札を実施する国債
のカレンダーベース市中発
⾏額に基づき、⾜元の発
⾏状況を踏まえて計上

5.56.8
第Ⅱ⾮価格競争

⼊札

⾜元の販売実績等を踏ま
えて決定5.45.1個⼈向け販売分

（単位︓兆円）
＜調達⽅法（消化⽅式別発⾏額）＞

⼊札時の
追加発⾏分
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国債投資家懇談会
（11⽉27⽇）

国債市場特別参加者会合
（11⽉27⽇）区 分

 ボラティリティが⾼い状況では国債マーケットとして安定せず、それを
捌いている証券会社の体⼒も落ちる。超⻑期ゾーンが安定して初
めて中・短期ゾーンも安定してくるという部分もあるため、超⻑期
ゾーンの減額は必要。

 海外投資家は、基本的に他国の国対⽐で割安であることを⼀定
程度前提として購⼊していると認識。そのため、安定消化の新たな
主体としてみるのは難しく、もう⼀段の減額が求められる。

 40年債に最も減額余地。イールドカーブの右端である40年債⾦
利が不安定だとイールドカーブ全体が安定しない。

 30年に関しては、ゾーン全体で⾒ると⼊替えでの需要が⼤宗で、
20年債や40年債に⽐べて需給が軟化傾向。額としては30年債
を2,000億円、さらに減額が可能であれば、20年債・40年債も
1,000億円程度は減額可能。

 減額の優先順位としては40年・30年・20年の順番。40年債につ
いては、⽣保勢の需要減退によるもの。

 30年債や40年債対⽐で多少劣後するが、全体的に発⾏年限の
短期化が喫緊の課題であり、20年債も減額していくことが望ましい。

超⻑期債
（40・30・20年債）

 10年以下のゾーンに増額余地があり、特に２年債や５年債、10
年債は引き続きニーズがある。

 今後⽇銀が保有している分の⽇本国債を預⾦取扱⾦融機関が
保有・購⼊していかなければならないという前提に⽴つと、やはり中・
短期ゾーンに需要がある。

 発⾏増額については、投資家需要がしっかりしている短めの年限を
検討した⽅が市場の安定性に寄与。

 ２年債においては、⾦利上昇に伴い預⾦取扱⾦融機関の需要
等も⾒込め、増額余地が最も⼤きい。

 年限が短いほど増額しやすく、２年債は⾦利上昇に伴い預⾦取
扱機関の需要増が⾒込める⼀⽅、10年債は市場へのリスク供給
量を考えると、超⻑期ゾーンの減額とセットで⾏うことが適当。

 超⻑期債の減額に伴い、２年債、５年債、10年債の順に増額
するべき。

10・5・2年債
・短期国債

－ 通常国債よりも割安に発⾏されている現状は徐々に解消されてき
ている。今年度と同等レベルでの発⾏は可能。CT債

－

 全体的な発⾏年限の短期化を強く要望。残存15.5-39年ゾーン
の減額措置は多少マーケットにストレスがかかるが、増額していくこと
によって発⾏年限が⻑期化していくことも望ましくないことから据え置
きを希望。

 需給の緩みから、カレント銘柄の発⾏減額に合わせて、10⽉以降
減額していた残存15.5-39年ゾーンの額を元に戻すことを希望。

 残存15.5年以下は据え置きを希望。

流動性供給⼊札

令和８年度カレンダーベース市中発行額に関する主な意見
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＜発行根拠法別発行額＞ （単位：億円） ＜消化方式別発行額＞ （単位：億円）

令和７年度６月変更後

(a) (b) (c) (c)-(a) (c)-(b) (a) (b) (c) (c)-(a) (c)-(b)

286,471 286,471 403,431 116,960
カレンダーベース

市中発行額
1,723,000 1,718,000 1,787,000 64,000 69,000

67,910 67,910 103,300 35,390
第Ⅱ非価格
競争入札

69,480 67,992 54,969 ▲ 14,511 ▲ 13,023

218,561 218,561 300,131 81,570 年度間調整分 ▲ 69,912 ▲ 68,729 ▲ 59 69,853 68,670

1,211 1,211 － ▲ 1,211 1,722,568 1,717,264 1,841,910 119,342 124,646

7,258 7,258 13,541 6,283 46,000 51,304 53,959 7,959 2,655

11,397 11,397 11,397 － 1,768,568 1,768,568 1,895,869 127,301 127,301

－ － 256 256

100,000 100,000 120,000 20,000

1,362,231 1,362,231 1,347,243 ▲ 14,987

1,768,568 1,768,568 1,895,869 127,301

復興債 市中発行分　計

区　　分
令和７年度当初

区　　分
令和７年度当初令和７年度補正後

35,390

81,570

▲ 1,211

令和７年度６月変更後

新規国債 116,960

建設国債

特例国債

令和７年度補正後

GX経済移行債 個人向け販売分

半導体・AI債

財投債

合　　計子ども特例債

6,283

－

256

20,000

借換債

国債発行総額

※１

※２

▲ 14,987

127,301

令和７年度における前倒債の発行限度額は55兆円。

令和７年度の市中からの買入消却については、市場の状況や市場参加者との意見交換も踏まえ、必要に応じて実施する。

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

第Ⅱ非価格競争入札とは、価格競争入札における加重平均価格等を発行価格とする、価格競争入札等の結果公表後に実施される国債市場特別参加者向けの入札をいう（価格競争入札等における各国債市場特別参加者の落札額の10％を上限）。令和７年度の第Ⅱ非価格競
争入札に係る発行予定額については、当該入札を実施する国債（40年債、30年債、20年債、10年債、５年債及び２年債）のカレンダーベース市中発行額の５％を計上（７年度当初は６％を計上。７年度補正後は実績を反映した上で５％を計上）。

（注５） 半導体・AI債（先端半導体・人工知能関連技術債）は、先端半導体・人工知能関連技術措置に要する費用の財源を確保するために、令和12年度までの間、必要に応じ、つなぎとして発行される。

年度間調整分とは、前倒債の発行や出納整理期間発行を通じた、前年度及び後年度との調整分をいう。

カレンダーベース市中発行額とは、あらかじめ額を定めた入札により定期的に発行する国債の４月から翌年３月までの発行予定額（額面）の総額をいう。

各計数ごとに四捨五入したため、計において符合しない場合がある。

令和７年度国債発行計画（補正後）（１/２）
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令和７年度国債発行計画（補正後）（２/２）

＜カレンダーベース市中発行額＞

0.5 1 0.5 1

0.4 5 0.4 5

0.8 3 0.8 3

0.7 9 0.7 9

1.0 3 1.0 3

0.8 9 0.8 9

2.6 × 12 回 31.2 2.6 × 12 回 31.2 2.6 × 12 回 31.2

2.4 9

2.5 3

2.6 6 2.6 6

2.7 3

2.7 6 2.8 3

40.8 42.9 49.2

0.25 × 4 回 1.0 0.25 × 4 回 1.0 0.25 × 4 回 1.0

1.2 1.2 1.2

13.5 13.5 13.5

（表１）割引短期国債の年限別発行予定額  （表２）クライメート・トランジション国債の年限別発行予定額 　　　（表３）流動性供給入札のゾーン別発行予定額

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（注６）

-                  

-                  

6.3               

0.3               0.9               

8.4               

-                  

-                  

-                  

１０年物価連動債

クライメート・
トランジション国債

割引短期国債

3.0

１０年債

４０年債 0.5 ×

回×2.4 12× 28.8 28.8回 回× 122.4

6 回

回

回

-                  

10年物価連動債については、５月・８月・11月・２月の発行を予定し、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて、柔軟に発行額を調整。

ＧＸ経済移行債及びその借換債のうち、資金使途等を定めたフレームワークに基づいて個別銘柄として発行するものが「クライメート・トランジション国債」となる。
10年クライメート・トランジション国債は10月・３月、５年クライメート・トランジション国債は７月・１月の発行を予定し、表２のとおり発行することを想定しつつ、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて柔軟に調整。

割引短期国債は、政府短期証券と合わせて国庫短期証券として発行しており、表１の年限区分・発行額で発行することを想定しつつ、市場環境や投資ニーズに応じて、柔軟に年限区分・発行回数・発行額を調整。

流動性供給入札については、表３のゾーン区分・発行額で行うことを想定しつつ、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて柔軟に調整。

計 172.3 178.7 6.9              

流動性供給入札

171.8 6.4              

40年債については、５月・７月・９月・11月・１月・３月の発行を予定している。

市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や発行状況に応じて、発行額を変更する可能性がある。

-                  

３０年債

２０年債

0.8 × 12 回 9.6

1.0

-                  

-                  

× 回 8.7× 回 8.7

31.8

×

×

区　分
令和７年度当初 令和７年度補正後

(１回あたり) (年間発行額 ： a) (１回あたり) (年間発行額 ： c) (c)-(b)(１回あたり) (年間発行額 ： b)

令和７年度６月変更後

(c)-(a)

２年債 2.6 × 12 回

10.2

32.1

× 12 回 12.0

31.2

× 回 10.2

× 回

５年債 29.1

▲1.8            

-                  

0.3               0.3               

-                  × 回 2.5× 回 2.5 ▲0.5            

▲0.9            

（単位：兆円）

(c)-(a) (c)-(b)

令和７年度６月変更後

-           

-           0.3  × 2    回 0.6  

0.3  × 2    回 0.6  

年　限
令和７年度当初 令和７年度補正後

(a) (c)(b)

10年 0.3  × 2    回

５年 0.3  × 2    回 0.6  0.6  -           0.3  × 2    回

× 2    回 0.6  -           0.3  0.6  

(c)-(a) (c)-(b)

3.2  9    3.2  9    

3.3  3    3.3  3    

６か月

１年

年　限

-       

(b)

× 回 38.7   

(c)(a)

× 38.7   

4.2    

回

10.5   

令和７年度当初 令和７年度補正後令和７年度６月変更後

0.3     

8.1     6.3     

3.2  回 38.4   12  

2.4    

×

令和７年度
６月変更後

(b) (c) (c)-(a) (c)-(b)

2.3                2.0                ▲0.7    ▲0.3    

7.8                7.8                -         -         

3.4                3.7                0.7       0.3       

15.5年超
39年未満

令和７年度当
初

(a)

１年超
５年以下

3.0                 

2.7                 

５年超
15.5年以下

7.8                 

令和７年度９月変更後・補正後
区　分

(c)-(a) (c)-(b)

3.2  9    3.2  9    

3.3  3    3.3  3    

６か月

１年

年　限

-       

(b)

× 回 38.7   

(c)(a)

× 38.7   

4.2    

回

10.5   

令和７年度当初 令和７年度補正後令和７年度６月変更後

0.3     

8.1     6.3     

3.2  回 38.4   12  

2.4    

×

令和７年度
６月変更後

(b) (c) (c)-(a) (c)-(b)

2.3                2.0                ▲0.7    ▲0.3    

7.8                7.8                -         -         

3.4                3.7                0.7       0.3       

15.5年超
39年未満

令和７年度当
初

(a)

１年超
５年以下

3.0                 

2.7                 

５年超
15.5年以下

7.8                 

令和７年度９月変更後・補正後
区　分
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5.3 12.3

34.0 38.0 33.6 34.4 36.6

108.6

57.7 50.5
35.0 37.1

28.6
40.30.0 0.2 1.1 

1.1 
1.5 

1.1 0.7 

1.4 

0.8 
0.1 0.8 

0.7 

0.0 0.1 

0.4 

9.0 

42.4 

109.5 
106.4 103.3 104.2 

108.5 

142.9 
147.7 

153.9 
133.0 

136.2 

134.7 

19.6

12.0 10.6
12.5

39.1

10.1 14.1

3.0
9.5

10.0

12.0

5.7 

21.3 

76.4 

167.9 

152.0 148.3 
154.2 

256.9 

210.7 212.3 

193.5 

180.9 176.9 

189.6 

0

50

100

150

200

250

昭和50 元年 平成10 28 29 30 令和元 2 3 4 5 6 7 7

（兆円）

財投債

借換債

復興債

GX経済移行債

子ども特例債

半導体・AI債

新規国債（特例国債・建設国債）

（年度）

（注１）令和６年度までは実績。
（注２）計数ごとに四捨五⼊したため、合計において⼀致しない場合がある。

（当初） （補正後）

国債発行総額の推移
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7.1 4.3 2.6 3.0 3.6 2.5 0.9 1.3 2.0 3.6 3.8 

269.8 276.0 279.3 282.5 
362.0 352.6 354.5 342.8 348.1 342.5 349.4 

553.7 573.0 592.1 601.2 

581.1 636.4 671.7 709.5 729.7 
782.4 783.6 

96.3 
94.5 

92.2 91.1 

118.6 

104.6 
100.8 

94.6 
91.4 

90.9 92.9 

926.8 
947.7 

966.3 977.8 

1,065.3 
1,096.0 

1,127.9 
1,148.3 

1,171.1 

1,219.4 1,229.7 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

平成28 29 30 令和元 2 3 4 5 6 7 7

財投債

借換債

新規国債（特例国債・建設国債）

その他

（兆円）

（年度末）

国債発行残高の推移

計1,136.8兆円
普通国債

（注１）令和６年度末までは実績。令和７年度末は当初ベース、補正後ベース（前倒債55兆円を含む）。
（注２）計数ごとに四捨五⼊したため、合計において⼀致しない場合がある。
（注３）「その他」には以下の国債が含まれる。

・復興債（平成27年度末〜令和７年度末)
・年⾦特例債（平成27年度末〜令和４年度末）
・GX経済移⾏債（令和５年度末〜令和７年度末）
・⼦ども特例債（令和６年度末〜令和７年度末）
・半導体・AI債（令和７年度末）

（当初） （補正後）

9



カレンダーベース市中発行額の推移

25.0 23.8 21.6 21.6

82.5
74.0

64.6
50.7

40.8 40.8 42.9 49.2

27.6 26.4 25.2 24.0 

33.0 
36.0 

33.9 

34.8 

31.2 31.2 31.8 
32.1 28.8

26.4
24.0 22.8

28.2
30.0

30.0

30.0

27.6 28.8 28.8
29.128.8

27.6
26.4 25.2

29.7 31.2

32.4

32.4

31.2 31.2 31.2
31.225.6

24.6
22.8

21.6

26.7 28.8

29.4

28.8

27.0 24.6 21.4
21.4

1.6 

1.4 

1.2 
1.2 

1.2 

1.6 

1.6 
1.6 

1.6 

0.8 

0.8 
0.8 

1.0 

1.0 

1.0 1.0 

1.0 

9.6 
10.9 

12.6 
12.6 

11.4 11.4 

12.0 

12.0 

13.2 13.5 13.5 
13.5 

147.0
141.3

134.2
129.4

212.3 212.2

203.1

191.3

173.4 172.3 171.8
178.7

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

220

240

平成28 29 30 令和元 2 3 4 5 6 7

（当初）

7

（6月変更後）

7

（補正後）

流動性供給入札

物価連動債

クライメート・トランジション国債

超長期債（10年超）

長期債（10年）

中期債（５年）

中期債（２年）

短期債（１年以下）

（年度）

（兆円）

（注）令和６年度までは最終変更後ベース。 10



日本国債の平均償還年限

カレンダーベース（フロー） 発⾏残⾼ベース（ストック）

7年3か⽉
7年6か⽉

8年1か⽉
8年5か⽉

8年0か⽉
7年7か⽉

7年3か⽉
6年8か⽉

9年0か⽉
8年11か⽉

9年0か⽉
8年10か⽉
8年9か⽉

8年2か⽉
7年9か⽉
7年9か⽉
7年8か⽉

7年6か⽉
7年3か⽉
7年4か⽉

7年1か⽉
7年0か⽉

6年8か⽉
6年3か⽉

5年9か⽉
5年7か⽉

5年4か⽉
5年0か⽉

4年10か⽉
5年8か⽉

5年8か⽉

7（補正後）
7（6⽉変更後）

7（当初）
6

5

4

3

2
令和元

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10
平成9

（推計）

（注）令和６年度までは実績。
令和７年度は当初ベース・６⽉変更後ベース・補正後ベース。

（年度）

（推計）
（推計）

9年5か⽉
9年5か⽉
9年7か⽉

9年6か⽉
9年5か⽉

9年2か⽉
9年0か⽉

8年11か⽉
9年2か⽉

9年0か⽉
8年10か⽉

8年7か⽉
8年5か⽉

8年0か⽉
7年7か⽉

7年3か⽉
7年0か⽉

6年8か⽉
6年5か⽉

6年3か⽉
6年0か⽉

5年9か⽉
5年4か⽉

5年1か⽉
4年11か⽉
4年11か⽉
4年11か⽉

5年2か⽉
5年5か⽉

5年10か⽉
5年9か⽉

7（補正後）
7（6⽉変更後）

7（当初）
6

5

4

3

2
令和元

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10
平成9

（年度末）

（注）普通国債残⾼。
令和６年度末までは実績。
令和７年度末は当初ベース・６⽉変更後ベース・補正後ベース。

11



各年限の金利の推移

（出所）⽇本相互証券（単利）終値ベース（12⽉10⽇時点） 12



２．令和８年１－３月期における物価連動債の発行額等について



14

カレンダーベース市中発行額（令和７年度）



15

令和７年度国債発行予定額



16

令和７年10月から12月における物価連動債の発行額等（令和７年９月25日公表）



17

物価連動債の入札状況



18

物価連動債の買入消却入札結果



19

最近のブレーク・イーブン・インフレ率（BEI）等の推移

（注）BEIは、物価連動国債の複利利回りと同じ残存期間の10年利付国債の複利利回りを基に計算。
（出所）Bloomberg。日本相互証券提供の金利情報を基に財務省で算出。

日本のBEIの推移 各国のBEIと原油価格の推移



20

• 令和８年２月発行の入札予定額：2,500億円

• 令和８年１-３月期における買入消却の入札予定

買入対象銘柄：１月は21回債から30回債まで、２月・３月は22回債から30回債まで

令和８年１－３月期における物価連動債の発行額等（案）

（注）日本銀行においても、毎月物価連動債の買入オペを実施しており（10-12月は各月500億円程度）、令和８年

１-３月期の買入予定額は12月26日に公表予定です。

ただし、市場環境等によっては予定を見直すことがあります。

入札予定額入札月

200億円程度令和８年１月

200億円程度令和８年２月

200億円程度令和８年３月

600億円程度合計



３．令和８年１－３月期における流動性供給入札の実施額等について



22

カレンダーベース市中発行額（令和７年度）



23

令和７年10月から12月における流動性供給入札の実施額等（令和７年９月25日公表）



24

流動性供給入札の結果



25

流動性供給入札の結果（発行・応募額）

R7年度R6年度

5,000億円 6,000億円 6,500億円 4,000億円 4,500億円 3,500億円7,000億円 2,500億円

R7年度R6年度 R7年度R6年度



26

流動性供給入札における残存期間別発行額（令和７年10－11月期）



27

令和８年１－３月期における流動性供給入札の実施額等（案）

下表に記載する銘柄を対象とします。ただし、市場環境等によっては予定を見直すことがあります。

（注１） ２年債以外の残存期間は、12月31日を起算点として計算します。
（注２） ２年債の対象銘柄は、１月入札については12月31日時点、３月入札については2月28日時点で残存１年超の銘柄とし、入札月に発行となる

銘柄を含みます。

令和８年３月令和８年２月令和８年１月対象銘柄（注１）

7,000億円－7,000億円

【１月】

・２年468回債～480回債（注２）

・５年151回債～182回債

・10年346回債～361回債

・20年93回債～124回債

・30年1回債～4回債

【３月】

・２年470回債～482回債（注２）

・５年151回債～182回債

・10年346回債～361回債

・20年93回債～124回債

・30年1回債～4回債

残存１年超

５年以下

ゾーン

6,500億円6,500億円6,500億円

・10年362回債～380回債

・20年125回債～177回債

・30年5回債～34回債

残存５年超
15.5年以下

ゾーン

－2,500億円－

・20年178回債～194回債

・30年35回債～88回債

・40年1回債～17回債

残存15.5年超

39年未満

ゾーン


